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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、ベンチャー精神を原点に「絶えず新たな付加価値を創出する」「高い倫理観をもって社会に貢献する」という２つの企業使命を掲げて常
に前進し、その成果を通じて広く社会経済の発展に寄与していくことを企業理念としております。また、企業価値の向上に向けて社内外のステーク
ホルダーから多様な意見を吸収し、経営の効率性、透明性、及び公正性を確保し、環境変化に迅速に対応する経営を目指しております。

　当社は、この基本的な考え方のもと、企業活動の原点が株主、取引先、従業員等との共存共栄であることを認識し、会社法等の法令に基づき、
コーポレート・ガバナンスの充実・強化を図っております。

　なお、当社は、2016年６月24日開催の定時株主総会において、監査等委員会設置会社への移行を内容とする定款の変更が決議されたことによ
り、同日付けをもって監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則４－１０－１】

　当社の取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の選任等に関する議案の株主総会への提出の決定ならびに役員報酬制度及び
報酬基準の決定または変更を行う場合には、事前に監査等委員会が形成した意見を聴取したうえで審議を行うことにより、取締役会の機能の独
立性・客観性と説明責任の強化を図っています。このことから、任意の諮問委員会は必要なく、現行の仕組みで適切に機能していると考えていま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

　当社は、取引先との良好な取引関係の維持や、事業の円滑な推進・発展など、中長期的な企業価値向上を図ることを目的として例外的に政策
保有株式を保有することとしております。

　個別の政策保有株式については、毎年、取締役会のモニタリング事項として、中長期的な視点に立ち事業戦略、取引先との事業上の関係など
を確認し、保有継続の判断及び株式数の見直しを行っております。

　政策保有株式に係る議決権の行使につきましては、議案の内容を精査し、取引先から当社に対して株主価値向上に資するものがあるか否かを
判断した上で適切に行使しております。

　なお、重大な法令諸規則の違反その他株主の利益を損なう事象が発生した場合には、取引先とのコミュニケーションを強め、議案の一層の精査
に努めてまいります。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、当社の役員や主要株主等との取引（関連当事者間の取引）を原則として禁じております。ただし、業務上の必要性においてやむなく関
連当事者間の取引を行う場合には、その重要性に応じ、事前に監査等委員会及び取締役会において承認を得ることにより、当該関連当事者取引
が適切に行われるよう管理できる体制を整えております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社の企業年金基金においては、運用に適切な資質を持った人材が決議機関である代議員会に加入者互選で議員として選出されており、当社
と受益者との利益相反を適切に管理できる体制で運営されております。

　また、企業年金の運用受託機関に対するモニタリング機能を発揮するため、専門性を持った人材の育成を行っております。

【原則３－１　情報開示の充実】

　当社は、法令に基づく適切な開示、会社の意思決定の透明性・公正性の確保により、実効的なコーポレートガバナンスを実現するため、下記の
対応を行っております。

（１）　会社の経営理念につきましては当社Webサイトに掲載しており、経営戦略及び経営計画につきましては、有価証券報告書に記載の他、中期
経営計画として当社Webサイトに掲載しております。

（２）　コーポレートガバナンスに関する基本方針につきましては、定時株主総会招集ご通知、コーポレートガバナンス報告書及び有価証券報告書
に記載しております。

（３）　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の報酬につきましては、株主総会の決議によって定められたそれ
ぞれの報酬総額の限度内において、会社の業績、個別の貢献度、将来の見通し等を考慮のうえ、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は取
締役会において、監査等委員である取締役は監査等委員会において決定しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬決定にあたっては、取締役各人が、各年度毎の目標に対する成果の自己評価及び新年度の
新たな目標設定を行ったうえで代表取締役へ自己申告を行い、それを元に代表取締役が役職、分掌、業績を総合的に勘案、評価しております。

　なお、当社では、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の役員報酬制度及び報酬基準の決定または変更を行う場合には、事前に監査等委
員会が形成した意見を聴取したうえで審議を行っております。

　また、監査等委員会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬について意見がある場合には、株主総会において意見陳述を行うこと
としております。

（４）　社内取締役候補者の選任方針については当社グループにおける各事業セグメントの業務内容への精通度合を、社外取締役候補者の選任
方針については企業経営・行政・教育等の知識・経験をそれぞれ重視しております。

　監査等委員である取締役については、監査体制の中立性・独立性を確保するため、取締役の職務執行を客観的な視点・立場から監査し、公正
な視点で意見形成ができる人材を選任するよう努めております。



　経営陣幹部の選解任と社内取締役、社外取締役及び監査等委員である取締役の候補者の指名については、代表取締役がその諮問機関であ
る「経営会議」（常勤の社内取締役（うち１名は「監査等委員である取締役」）で構成）において検討した結果を受けて取締役会に提出し、取締役会
のなかで協議・決定しております。

　監査等委員である取締役については、監査等委員会において、取締役が株主総会に提出する「監査等委員である取締役（補欠監査委員を含
む。）の選任議案」の内容について同意の当否を審議いたします。

　監査等委員候補者の審議基準としましては、監査等委員会において、監査等委員候補者への同意のための選任基準を定めております。

　なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の選解任に関する議案の株主総会への提出の決定を行う場合には、事前に監査等委員会が
形成した意見を聴取したうえで審議を行っております。

　また、監査等委員会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）の選解任について意見がある場合には、株主総会において意見陳述を行うこ
ととしております。

（５）　取締役候補者の選任及び取締役の解任に関する個々の理由につきましては、定時株主総会招集ご通知に記載しております。

【補充原則４－１－１】

　当社の取締役会は、専ら全社レベルの業務執行の基本となる意思決定と業務執行の監督を担当し、業務執行の権限及び責任を大幅に執行役
員に委譲しております。

　取締役会で決議すべき事項については「取締役会規程」に定めることにより、取締役会自身として何を判断・決定するのかということを明確に定
めております。

　なお、常勤の社内取締役（うち１名は監査等委員）で構成された代表取締役の諮問機関である「経営会議」を設置し、取締役会付議事項等の重
要案件を事前検討し適切な助言等を行うことで、取締役会機能の効率性・客観性と説明責任の強化を図っております。

　取締役会の決議により選任された執行役員は、取締役会が決定した方針に基づき業務を執行しております。

　業務執行状況の確認につきましては、月例の「業務執行会議」（取締役、執行役員及び議長指名を受けた者が参加）及び「事業戦略会議」（業務
執行会議参加者＋部門長・管理職）にて行っております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準及び方針は定めておりませんが、選任にあたっては東京証券取引所の独立役員の
独立性に関する判断基準等を参考にしております。

【補充原則４－１１－１】

　当社の取締役会は、当社グループにおける各事業セグメントの業務内容に精通した取締役及び、企業経営・行政・教育等の知識・経験が豊富な
社外取締役とで構成されており、バランスよく多様性のある人材により適正な規模にて運営されております。

　また、監査等委員である取締役４名のうち１名（社外取締役）は、公認会計士の経験に基づく財務及び会計に関する相当程度の知見を有する者
であります。

　取締役候補者の選任プロセスについては、原則3-1（4）の記述をご参照ください。

【補充原則４－１１－２】

　当社は、取締役の兼任状況について、株主総会招集通知、有価証券報告書、コーポレートガバナンス報告書を通じて毎年開示しております。

　他の上場会社との兼任がある場合であっても、十分なリソースをもって当社に対する役割・責務が果たせるよう、兼任は合理的な範囲にとどめて
おります。

【補充原則４－１１－３】

　取締役会は、取締役会の議事運営に関する事務管理担当者から取締役会の開催回数、各取締役の出席率、議案が「取締役会規程」に基づく審
議基準に適合した形で提案されたかどうか等について報告を受けております。

　2020年度の取締役会の実効性評価につきましては、開催頻度、時間設定、時間配分、取締役の出席率、資料、説明や質疑応答の内容などの
各要素について検証した結果、適正に運用されており、実効性が担保されていると判断しております。

【補充原則４－１４－２】

　当社の取締役は、適切なコーポレートガバナンスを実践するために、個々の役割・責任に応じた学習・研修を積極的に受けることとしております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は企業価値の長期的な拡大のため、幅広いステークホルダーとの確固たる信頼関係を構築することが重要であると認識しており、適切に説
明責任を果たすべく、株主との建設的な対話を促進してまいります。

　具体的には、株主・投資家への対応を担当する専任部署として、経営推進部を設置し、株主・投資家への対応を総括しております。

　経営推進部は、関連部門と適時情報共有及び連携を行いつつ、当社WEBサイトにおいて、株主・投資家向け情報の掲載と合わせて問合せ窓口
を開設しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社タネムラコーポレーション 2,095,144 14.76

株式会社シージー・エンタープライズ 1,872,356 13.19

コア従業員持株会 1,002,300 7.06

有限会社タネムラ・フジワラ 649,400 4.57

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 512,600 3.61

種村　良平 420,080 2.95

種村　良一 415,400 2.92



牛嶋　友美 358,500 2.52

種村　美那子 356,964 2.51

神山　恵美子 355,100 2.50

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．大株主の状況は、2021年３月31日の状況です。

２．自己株式（所有株式数639,186株）は、大株主の状況に含めておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

桑田　始 その他 ○

有川　勉 公認会計士 ○

渡辺　章人 その他 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



桑田　始 ○ ○

独立役員に指定しております。

2018年６月22日付で責任限定契約を結ん
でおります。

（重要な兼職の状況）

株式会社ＪＥＣＣ代表取締役社長

株式会社三機サービス社外取締役

＜選任理由＞

　幅広い経歴に基づく豊富な経験と見識をもと
に、当社の経営を監督していただくとともに、経
営全般に対して助言いただくことでコーポレー
ト・ガバナンスの更なる強化を図ることができる
との考えから、同氏を選任しております。

＜独立役員指定理由＞

　独立性を阻害する可能性がある類型として東
京証券取引所が示す事由に該当せず、また、
その他実質的にも独立性を阻害するような事
由が存在しないことから、一般株主と利益相反
が生じる恐れがないと判断し、独立役員として
指定しております。

有川　勉 ○ ○

独立役員に指定しております。

2018年６月22日付で責任限定契約を結ん
でおります。

（重要な兼職の状況）

有川勉公認会計士事務所所長

京都きもの友禅株式会社取締役（監査等
委員）

＜選任理由＞

　公認会計士としての財務及び会計分野にお
ける専門的視点で監査機能の充実を図ること
ができるとの考えから、同氏を選任しておりま
す。

＜独立役員指定理由＞

　独立性を阻害する可能性がある類型として東
京証券取引所が示す事由に該当せず、また、
その他実質的にも独立性を阻害するような事
由が存在しないことから、一般株主と利益相反
が生じる恐れがないと判断し、独立役員として
指定しております。

渡辺　章人 ○ ○

独立役員に指定しております。

2018年６月22日付で責任限定契約を結ん
でおります。

（重要な兼職の状況）

野村ホールディングス株式会社取締役会
室アドバイザー

＜選任理由＞

　ＭＢＡ取得及び長年にわたる豊富な経験と幅
広い見識をもとに、当社の経営を監督していた
だき、また、経営全般に対して助言いただくこと
ができるとの考えから、同氏を選任しておりま
す。

＜独立役員指定理由＞

　独立性を阻害する可能性がある類型として東
京証券取引所が示す事由に該当せず、また、
その他実質的にも独立性を阻害するような事
由が存在しないことから、一般株主と利益相反
が生じる恐れがないと判断し、独立役員として
指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　当社は、監査等委員会からの求めがあった場合は、監査等委員会を補助する監査等委員会スタッフを置くこととしております。監査等委員会ス
タッフは、監査等委員会の指揮命令に従うこととし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員からの独立性を確保するため、当該監
査等委員会スタッフの人事に関する事項は、監査等委員会との事前協議により定めるものとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

＜監査等委員会と会計監査人の連携状況＞

　当社は、ＥＹ新日本有限責任監査法人との間で会社法及び金融商品取引法に基づく監査契約を締結し、会計監査人を設置しております。当社
の監査等委員会と会計監査人は、監査の効率化を目指し、相互の間で明確な監査計画・監査体制の状況を確認しております。また、監査等委員
会と会計監査人は定期的に会合を開催し、監査結果や改善点などを話し合い、取締役会に監査等委員会意見としてフィードバックしております。

＜監査等委員会と内部監査部門との連携状況＞



　当社監査等委員会は、内部監査部門と相互の緊密な連携を図っております。ミーティングにおいて、内部監査部門から監査等委員会に対して年
度計画の説明と相互の計画についての意見交換を行っております。また、内部監査部門より実施した内部監査の状況と結果を監査等委員会に報
告するとともに、監査計画に基づく直近の監査予定部門の着目点等の意見交換を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　当社の取締役（監査等委員である取締役及び監査等委員以外の取締役のうち社外取締役を除く。）に対して、年額50百万円以内の範囲で譲渡
制限付株式報酬を支給することについて、2018年６月22日開催の第49期定時株主総会において決議されております。

　当社は、本制度により、当社の取締役が株主の皆様と利益意識を共有し、中長期的な業績の向上及び企業価値の増大への貢献意欲を従来以
上に高め、株主重視の経営意識を一層促進することができるものと考えております。

　なお、社内取締役及び執行役員に対する報酬制度の見直しにより、すでに付与済みのストック・オプションを除き、この株式報酬型ストック・オプ
ションを廃止し、譲渡制限付株式報酬を支給しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、その他

該当項目に関する補足説明

　ストック・オプションの付与対象者のうち「社内取締役」には監査等委員である社内取締役を含みません。

　また、ストック・オプション付与対象者のうち「その他」は「当社執行役員」であり、当社は当社の執行役員に対しても、株式報酬型ストック・オプショ
ンとして上記と同等内容の新株予約権を、取締役会により割り当てることとしております。

　なお、社内取締役及び執行役員に対する報酬制度の見直しにより、すでに付与済みのストック・オプションを除き、この株式報酬型ストック・オプ
ションを廃止し、譲渡制限付株式報酬を支給しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

直前事業年度における役員報酬の内容は、次のとおりであります。

・　取締役（監査等委員である取締役を除く。）（社外取締役を除く。） ６名

　　報酬等の総額　190百万円 （ 固定報酬　175百万円、業績連動報酬　14百万円 ）

・　取締役（監査等委員）（社外取締役を除く。） １名

　　報酬等の総額　11百万円 （ 固定報酬　11百万円 ）

・　社外取締役　３名

　　報酬等の総額　14百万円 （ 固定報酬　14百万円 ）

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容



　当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2016年６月24日であり、決議内容は基本報酬の総額（限度額）を取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）年額300百万円、監査等委員である取締役年額30百万円とするものであります。なお、譲渡制限付株式報酬の総額（限度額）
は、株主総会にて決議する旨定款で定めており、2018年６月22日開催の株主総会にて、取締役（監査等委員である取締役を除く。）年額50百万円
を決議しております。また、役員の員数は、株主総会にて決議する旨を定款で定めており、2016年６月24日開催の株主総会にて、取締役（監査等
委員である取締役を除く。）は10名以内、監査等委員である取締役は５名以内とする旨を定款で定めております。

　当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者は代表取締役であり、その権限の内容及び裁量の範
囲は、取締役各人が、各年度毎の目標に対する成果の自己評価及び新年度の新たな目標設定を行ったうえで代表取締役へ自己申告を行い、そ
れを元に代表取締役が役職、分掌、業績を総合的に勘案、評価しております。なお、当社では、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の役員
報酬制度及び報酬基準の決定または変更を行う場合には、事前に監査等委員会が形成した意見を聴取したうえで審議を行っております。また、
監査等委員会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬について意見がある場合には、株主総会において意見陳述を行うこととしてお
ります。

　当社の役員報酬は、業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等により構成されており、その支給割合の決定の方針は、基本報酬の総額（限
度額）を取締役（監査等委員である取締役を除く。）年額300百万円、監査等委員である取締役年額30百万円とし、譲渡制限付株式報酬の総額
（限度額）は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）年額50百万円としております。

　また、業績連動報酬に係る指標は、1株当たり当期純利益であり、当該指標を選択した理由は当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）
が、当社の企業価値増大への貢献意欲を従来以上に高め、株主重視の経営意識を一層促進することが目的であり、業績連動報酬の額の決定方
法は、1株当たり当期純利益が40円未満の場合は割当なし、40円から100円までは標準株付与数、100円以上は上限株付与数を基本に、代表取
締役が各常勤取締役の業績向上及び企業価値向上への貢献度を評価し、譲渡制限付株式付与数を決定しております。

　当社の取締役の種類別の報酬割合については、持続的に利益成長することが重要との考えから、安定性を重視しており、これを基本的な方針
としつつ、株主との更なる価値共有や中長期的な企業価値の向上を考慮し、業績連動報酬と業績連動報酬以外の構成割合を考え、取締役の報
酬等の総額に対する業績連動報酬の割合を、各役位の平均で、最大２割程度となるよう設定しております。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役（監査等委員である取締役）に対しては、監査等委員会の職務を補助すべき使用人である監査等委員会スタッフがサポートを担当
し、伝達すべき重要な事項が発生した場合には、速やかに連絡を行うことができる体制を確保しております。また、取締役会の開催に際しては、必
要に応じて議案の要旨を事前に説明する場を設けるなど、社外取締役（監査等委員である取締役）が十分な検討を行った上で取締役会へ出席す
ることが出来るよう配慮しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、監査等委員会設置会社として監査等委員会の機能を有効に活用しつつ、コーポレート・ガバナンスをさらに充実させるための体制を以
下のとおり構築しております。

　当社の取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名及び監査等委員である取締役４名（うち３名が社外取締役）で構成され、任
期を１年（監査等委員である取締役は２年）とし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を確立するとともに、各年度における経営責任を
明確にしており、社外取締役を招聘することで、取締役会の一層の活性化と公正で透明性の高い経営の実現を目指しております。

　社外取締役の人選については、独立性に加え、当社の業務執行を客観的な視点で監督するとともに、企業経営に対して適切に助言するに相応
しい豊富な知識・経験と高い見識を重視しております。

　当社の取締役会は、月１回開催するほか、必要に応じて随時開催しております。取締役会は、専ら全社レベルの業務執行の基本となる意思決
定と業務執行の監督を担当し、業務執行の権限及び責任を大幅に執行役員に委譲しております。取締役会の決議により選任された執行役員は、
取締役会が決定した方針に基づき業務を執行しております。グループ業務執行状況の確認と経営方針への意思統一のため、取締役、執行役員
及び議長指名を受けた者が参加する業務執行会議を月例開催するとともに、事業戦略の総合的な調整と経営課題解決のため、業務執行会議出
席者に加えてグループの各部門長や管理職が参加する事業戦略会議も月例開催し、グループ経営執行の推進に努めております。

　なお、常勤の社内取締役（うち１名は監査等委員）で構成された代表取締役の諮問機関である「経営会議」を設置し、取締役会付議事項等の重
要案件を事前検討し適切な助言等を行うことで、取締役会機能の効率性・客観性と説明責任の強化を図っております。

　また、社内外より選任された監査等委員である取締役により構成された監査等委員会を設置し、公平・公正な経営監視のもと、グループ経営状
態の迅速・正確な情報把握と意思決定を行っております。

　当社の監査等委員である取締役は、社外取締役３名を含む４名（うち１名は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する)であり、取締役会
その他の重要な会議に出席するほか、稟議書等の決裁書類・重要書類の閲覧、さらに業務及び財産の調査等を通じて取締役（監査等委員である
取締役を除く。）の職務遂行状況や内部統制機能の整備・運用状況を監査し、必要に応じて役職員に対して報告を求め、取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）の職務執行に関して厳正な監査を行っております。さらに、監査等委員である取締役自らが直接実施する監査に加え、内部監
査部門並びに会計監査人である監査法人からの報告書をもとに、当社グループの経営状況を適宜把握することで、コーポレート・ガバナンス機能
の充実に努めております。

　監査等委員会は、監査の方針その他監査に関する重要事項の協議・決定及び監査意見の形成・表明を行っており、その監査の手法としまして
は、「監査等委員会監査等基準」において監査等委員である取締役の職務を執行するための行動基準を定め、これに基づく監査等委員である取
締役の監査計画書・重点推進事項とともに法定監査事項・決算監査事項をあわせ、年度初めの経営幹部の年度計画発表会で通知しております。

　監査等委員会による監査の効率性・実効性の確保にあたっては、監査等委員会からの求めがあった場合に、取締役（監査等委員である取締役
を除く。）、執行役員の指揮命令から独立した監査等委員会スタッフを置くこととしております。また、監査等委員会がその職務に係る費用の支払
いを求めた場合には、その職務の執行に必要がないと認められる場合を除き、その費用を負担することとしております。

　社外取締役（監査等委員である取締役）については、監査体制の中立性・独立性を確保するため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の
職務執行を客観的な立場から監査し、公正な視点で意見形成ができる人材を選任しております。

　内部監査部門は、監査等委員会と緊密に連携の上、当社の内部統制基準に沿った各部門の業務執行状況の確認を基本に、年度単位に監査
計画を立て、関係会社も含めたグループ経営執行状況の網羅的な監査を実施しております。毎期被監査部門に対して監査計画の実施状況を鑑
みた定期的な監査実施を原則に、業務監査を実施するほか、情報セキュリティ分野などのリスクマネジメント監査を実施しております。

　当社監査等委員会は、内部監査部門と相互の緊密な連携を図っております。ミーティングにおいて、内部監査部門から監査等委員会に対して年
度計画の説明と相互の計画についての意見交換を行っております。また、内部監査部門より実施した内部監査の状況と結果を監査等委員会に報
告するとともに、監査計画に基づく直近の監査予定部門の着目点等の意見交換を行っております。

　本報告日現在における当社の経営の意思決定、業務執行、監督及び内部統制の体制の概要は、後述の「内部統制システム等に関する事項」
及び参考資料1並びに2の模式図のとおりであります。



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、企業価値の向上に向けて、業務執行における迅速かつ的確な意思決定と、全てのステークホルダーに対して透明性の高い公正で効率
的な経営を実現することがコーポレート・ガバナンスの重要な目的と考えております。当社は、監査等委員会設置会社として監査等委員会の機能
を有効に活用しつつ、コーポレート・ガバナンスをさらに充実させるための体制を構築しており、当社のコーポレート・ガバナンス体制は有効に機能
していると考えております。また、当社は、取締役会の一層の活性化と公正で透明性の高い経営の実現を目的として、社外取締役を選任しており
ます。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

　当社は、現在、招集通知を法定期日より１週間前（株主総会開催日の３週間前）に発送
するとともに、招集通知に記載する情報は、株主総会の招集に係る取締役会決議から招
集通知を発送するまでの間に、TDnet及び自社のWebサイトにより電子的に開示しており
ます。

集中日を回避した株主総会の設定
　より多くの株主様にご出席いただけるよう、決算作業日程、監査日程及び株主総会開催
準備期間等を考慮のうえ、集中日を回避できるよう設定しております。

電磁的方法による議決権の行使
　当社が株式事務代行契約を締結している株主名簿人の運営するインターネット議決権
行使Webサイトにより、電子投票制度で議決権を行使することができるようにしておりま
す。

その他

Webサイト上に招集通知等を掲載しております。

　株主総会では、株主の皆様により深く当社をご理解して頂けるよう、事業報告、対処す
べき課題及び連結計算書類の内容について、映像及びナレーションを使用して報告を
行っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

＜情報開示の基本方針＞

　当社は透明性、公平性、継続性を重視し、株式会社東京証券取引所の定め
る「適時開示規則」に従って会社情報を、正確かつ迅速に開示する方針であり
ます。また、投資家の皆様の理解に役立つ有効な情報につきましても、積極的
かつ公平に開示することを方針としております。

＜情報開示の方法＞

　「適時開示規則」に該当する情報の開示は、株式会社東京証券取引所の提
供する適時開示情報伝達システム（TDnet＝Timely Disclosure Network）を利

用して報道機関等に情報を公開するとともに、登録後は速やかに当社Webサイ
トにも情報を掲載いたします。

IR資料のホームページ掲載 （ＵＲＬ）　https://www.core.co.jp/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置 （ＩＲ担当部署）　経営推進部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　ステークホルダーの立場の尊重を規定するものとして、当社Webサイトにおいて、当社の
企業理念、企業指針等を示した「企業行動憲章」と当社社員の行動を規定した「企業行動
基準」を開示しております。

その他

　当社は、社内に多様な視点や価値観が存在することは、会社の持続的な成長を確保す
る上で必要であると認識し、多彩な人材を採用すべく活動しております。

　また、 当社では多くの女性社員がそれぞれの業務で中心的な役割を果たしております。

　将来の目標については、2015年8月に成立した「女性活躍推進法」の主旨に則り、「女性
活躍推進の取り組み」として、2016年度からの３カ年のうちに「指導的地位に就く女性社員
の割合を２％向上させること」を目標値として設定しております。具体的には、＜家庭と仕
事の両立支援の整備＞・＜適切なワークライフバランスの実現＞・＜女性がより活躍でき
る環境・風土の醸成＞といった施策に取り組んでまいります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

＜効率的な業務執行体制の整備状況＞

　当社は執行役員制度を導入し、経営監督機関を取締役会が、業務執行機関を執行役員が担当するよう、それぞれ「監督」と「執行」の分離を図っ
ております。

　業務執行については、意思決定の機動性を高め、効率的な業務執行を行うため、社内外より選任された監査等委員である取締役により構成さ
れた監査等委員会を設置し、公平・公正な経営監視のもと、グループ経営状態の迅速・正確な情報把握と意思決定を行う体制を整備しておりま
す。また、取締役会、業務執行会議、執行役員の各規程、組織規程及び職務権限規程により、各取締役、執行役員の分掌と権限を定めておりま
す。

　経営監督については、経営方針・経営計画に基づき、各期間における計数的目標を明示し、当社グループ内の各部門の目標と責任を明確にす
るとともに、計画と実績の差異分析等を通じて所期の経営目標の達成を図り、経営・業務の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機
能するよう当社グループ全体で業務の効率化・最適化を図っております。

＜コンプライアンス体制の整備状況＞

　企業グループとしての倫理観・理念・指針とともに、各ステークホルダーとの間の法令・定款・社内規程遵守のあり方を定めた「企業行動憲章」
「企業行動基準」を制定しております。また、専管組織として倫理委員会を組織し、企業行動憲章、企業行動基準、その他関連規程の教育啓蒙と
遵守状況の確認を行っております。

　日常の業務執行においては、当社グループ全役職員が定められた職務権限規程・組織規程・稟議規程に基づいた処理を実施し、これを独立的
立場から内部監査部門が法令・定款・社内規程等に基づく業務処理の遵守状況を定期的に監査する体制をとっております。

　また、経営陣が従業員の声を元に、法令・定款違反その他諸問題の早期解決に取り組めるよう、当社グループ共通のホットライン制度として、電
子メールによる社内相談受付窓口に加え、経営陣から独立した外部の弁護士事務所を通報窓口として設置しております。（いずれの窓口に対する
相談・通報についても、社内規程により相談者・通報者の秘匿性保護及び不利益取扱の禁止を定めております。）

＜リスク管理体制の整備状況＞

　グループ経営状況の把握と営業・技術・管理等に関するリスク認識・対策検討の専管組織として、当社代表取締役社長執行役員が議長となる
「業務執行会議」を設置し、取締役、執行役員及び議長指名を受けた者が同席のもと、月例で開催しております。また、経営状況のモニタリングで
認識されたリスクや経営課題については、事業戦略会議で方針や対策を協議・設定し、迅速な解決に努めております。

　取締役会・業務執行会議・事業戦略会議と連携する組織としては、「内部統制会議」「倫理委員会」「情報セキュリティ委員会」を常設し、当社グ
ループの各分野のリスク把握・未然防止策・再発防止策・従業員のリスク意識向上等の施策の実施、必要に応じた監査を行っております。

　部門責任者は、事業活動における当社グループの主要リスクを認識し、各分掌に基づく主管部門・委員会等とともに法令・定款・社内規程等の
遵守体制の整備及び運用に努めております。

　内部監査部門は、監査等委員会と緊密に連携の上、当社グループのリスク管理体制について監査を行っており、主管部門及び被監査部門は、
是正・改善の必要があるときには、速やかにその対策を講じております。

　また、有事における「事業継続計画」を整備し、これに従って対応することとしております。

＜情報管理体制＞

　取締役会議事録、業務執行会議議事録、その他重要会議の議事録及び稟議書等の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に
係る重要な情報は、「文書管理規程」「内部情報管理規程」その他の社内規程に基づき、関連資料とともに取締役が常時閲覧可能な状態にて適
切に保管・管理を行っております。

＜企業集団における業務の適正を確保するための体制＞

　当社は、グループ会社が一体となって事業活動を行い、当社グループ全体の企業価値を向上させるため、「経営管理規程」を定めております。ま
た、「関係会社管理規程」により当社のグループ会社に対し、倫理・法令等の遵守、会計基準の同等性確保、内部統制の維持・向上等にかかる管
理・指導を行っております。

　連結子会社各社では、四半期及び随時の取締役会を開催するとともに、当社業務執行会議に主要な連結子会社社長が出席し、グループ事業
活動に関する議論や意見交換を行い、グループ会社が当社グループの経営・財務に重要な影響を及ぼす事項を実行する際には、主管部門が適
切な指導を行っております。

　また、当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人がグループ会社の役員に一定数就任することで、各社の経営意思
を尊重しつつ、業務の適正性の確保に努めております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、断固たる行動をとるものとし、一切の関係を遮断することを「企業行
動憲章」「企業行動基準」に定め、基本方針としております。また、事態発生及びその恐れがある情報の提供を受けた際は、総務部門が適宜警
察・顧問弁護士等の外部専門機関と連携し、組織的かつ速やかに対応するものとしております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

（参考資料１）　コーポレート・ガバナンス体制についての模式図

　当社の経営の意思決定、業務執行、監督及び内部統制の体制の模式図は、以下の図のとおりであります。

（参考資料２）　適時開示体制の概要

　当社は、主要な会議体、担当者及び部門責任者からの各報告を情報管理部門（経営企画部門、人事部門、財務経理部門、総務部門、関係会社
管理部門）が網羅的に収集し、当該情報の開示要否を適宜確認し、最高情報責任者に迅速に報告する体制をとっております。

■適時開示情報の検討体制

　最高情報責任者は、開示業務を統括する情報開示委員会を開催し、適時開示すべき情報の出所・根拠に基づく正確性、法令・上場規則・社内
規程等に基づく適法性を確認し、　株主・投資家等の視点から開示資料の内容の十分性、明瞭性等の確認を行っております。専門的領域につい
ては、監査法人や弁護士等の助言を適宜受けております。最高情報責任者は、情報開示委員会での協議結果を踏まえて適時開示すべき情報を
取締役会に上申し、取締役会の承認のもと、会社として公式に開示する情報を決定しております。

■開示手続き

　情報の公表にあたっては、取締役会での承認後、情報の種別に応じた各種開示システム（EDINET（金融商品取引法に基づく電子開示システ
ム）・TDnet（東京証券取引所の公衆縦覧システム））を通じて速やかに開示しております。また、上記開示システムへ開示後速やかに当社Webサイ
トにも当該情報を掲載しており、事前に適時開示情報と同様に情報開示委員会での検討や取締役会上申時の確認、経営推進部での確認手続き
をとることで、正確かつ迅速・公平な開示に努めております。開示後、外部からの問合せは経営推進部が総合窓口となり、問合せ内容に応じて各
情報管理部門と適時・適切な応対と見解の表明に努めております。

■内部情報管理の維持・向上

　開示前情報の取扱いにあたっては内部情報管理規程を全社へ周知し、適時開示については全社への啓蒙や開示実務者への教育を適宜実施
するほか、最高情報責任者自らが主要な社内会議に同席し、適時開示すべき情報の確認、意見の表明を行っております。




